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第１章 総合戦略の概要 

 

１ 策定の趣旨 

美作市において、今後、美作市人口ビジョンで示したような人口の大幅な社会増を実

現していくためには、若い世代をターゲットとして「育・職・住」の各分野に複合的に

効果の高い施策を積極的に打ち出すことにより、しごとがひとを呼び、ひとがしごとを

呼び込む好循環を確立し、自然と笑顔が輝くまち・美作市を創造していく必要がある。 

このため、「美作市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人口減少の克服と地

方創生の実現に向けて、総合的に取り組むものである。 

なお、今回取りまとめた総合戦略は、今後も、産学官金労言の各界の有識者や住民代

表等で構成される「美作市総合戦略推進会議」や市議会の意見等も踏まえながら、毎年

データの更新や補正等の見直しを行うこととし、併せて、施策等の進捗状況や効果など

についても検証しながら、ＰＤＣＡサイクル1を適切に実行していくこととする。 

 

２ 対象期間 

平成２７（２０１５）年度から平成３１（２０１９）年度までの５年間 

 

３ 政策分野と基本目標 

次の４つの政策分野ごとに次のような基本目標を設定するとともに、各政策分野に盛

り込む具体的な施策ごとに重要業績評価指標（ＫＰＩ2）を設定し、成果を客観的に検証

していくこととする。 

Ⅰ 安全で安心して暮らせる福祉の充実  

・出生者数について、５年間で１，０００人を目指す。 

・合計特殊出生率について、２０２０年に１．８０、２０２５年に２．１０を目指す。 

Ⅱ 個性を伸ばす教育・文化・芸術の充実  

・就業者数について、５年間で１００人の増加を目指す。 

・転出者数について、５年間で２５０人の減少を目指す。 

Ⅲ 地域産業の活性化と観光振興の充実  

・雇用者数について、５年間で１８０人分の新規雇用創出を目指す。 

・転入者数について、５年間で２０人の増加を目指す。 

Ⅳ 自然豊かな地域環境を活かした魅力ある地域づくり  

・薪ストーブ等の導入により、５年間で７７１ｔ・ＣＯ２の削減を目指す。 

・美しい里山公園を１か所以上整備し、維持管理に係る新たな雇用の創出を目指す。 

                                                   
1 「ＰＤＣＡサイクル」とは、Plan（数値目標・客観的な指標を設定した効果的な総合戦略を策定する）、

Do（総合戦略に基づく施策を実施する）、Check（数値目標や客観的な指標の達成度を通じて、総合戦

略の成果を客観的に検証する）、Action（検証結果を踏まえて施策を見直すとともに、必要に応じて、

総合戦略を改訂する）を順次行うこと。 

2 「ＫＰＩ」とは、Key Performance Indicator の略。重要業績評価指標。施策ごとの進捗状況を検証

するために設定する指標をいう。 
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４ 改訂の趣旨 

  平成 27 年 8 月末に美作市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定した後、同年 9 月

から 12 月にかけて、市内 32 の自治振興協議会すべてを対象とした行政懇談会を実施し

たところ、総合戦略に関して、多くの要望または提言が寄せられた。その中で、若い世

代の定着のためには「しごと創り」が重要であるとの意見が多く寄せられたことを踏ま

え、「しごと創生」に関する施策を再構築し明確化する改訂を行う。 

改訂後の戦略について、国の地方創生関係交付金等の活用などにより、重点的かつ加

速的に取り組むこととする。 
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第２章 施策の基本的方向 

 

Ⅰ 安全で安心して暮らせる福祉の充実  

 

１ 看護・介護等専門職の確保 

 看護師等養成専修学校の誘致 

高齢化の進展などに伴い、医療・介護の需要が増大し多様化していく中で、医療体制

等の整備とともに看護師・リハビリテーション専門職・介護福祉士（「看護・介護等専門

職」という。）の確保を図ることはますます重要となっている。 

このため、民間活力と美作市内の既存の施設を有効活用し、「地域で学び、地域で育て

る」をモットーに、美作市内の医療機関からも求める声が大きい看護・介護等専門職を

養成する専修学校を誘致することとし、平成３０年度の開設を目指すこととする。 

これにより、１学年当たり４０名の看護師と５０名の介護福祉士等が養成されること

となり、その８割程度が美作市内に転入してくるのに加え、専任教員や事務職員等につ

いても２０名程度の雇用が創出され、さらには市内において関連産業等の雇用も数名程

度創出されるものと見込まれる。 

また、看護・介護等専門職が、卒業後は美作市内の医療機関等への就職が可能となる

よう受入体制の構築を図る。 

一方、設立する専修学校が自立し継続するためには学生の確保等学校運営が円滑に行

われる必要がある。美作市と同様に高齢化が進展している近隣の中山間地域においても

看護・介護等専門職のニーズが高いことから、三県境地域創生会議3の枠組みを活用する

など、広域連携による取組が有効である。 

さらに、我が国では経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき外国人看護師・介護福祉士候補

者の受入れが開始されており4、今後ますます受入ニーズが高まることが予想されること

から、設立する専修学校に外国人看護師等の日本国内における研修受入機関としての機

能を持たせることも視野に入れる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成３２年３月時点 

 

 ・専修学校の在学者数  １８０人 

 
                                                   
3 「三県境地域創生会議」は、平成２６年１２月に兵庫、鳥取、岡山県境の生活圏を同じくする６市町

村で設立。人口減や産業振興などの課題解決に連携して取り組む。構成自治体は、兵庫県宍粟市・上郡

町・佐用町、鳥取県智頭町、岡山県美作市・西粟倉村。 
4 日・インドネシア経済連携協定（平成２０年７月１日発効）に基づき平成２０年度から、日・フィリ

ピン経済連携協定（平成２０年１２月１１日発効）に基づき平成２１年度から、日・ベトナム経済連携

協定に基づく交換公文（平成２４年６月１７日発効）に基づき平成２６年度から、年度ごとに、外国人

看護師・介護福祉士候補者（以下「外国人候補者」という。）の受入れを実施してきており、これまで

に３国併せて累計２，３７７人が入国してきた。（平成２６年度の入国完了（平成２６年６月１６日）

時点）（厚生労働省ホームページより引用） 
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２ 発達が気になる子どもと保護者の支援 

 発達支援センター設立事業 

発達障がい等、発達が気になる子どもの支援については、早期から相談しやすい明確

な相談窓口と、ライフステージに沿った一貫した支援を継続的に受けられる機関が必要

とされる。しかし、美作市内には継続的かつ専門的に支援が行える機関がなく、発達に

おける困り感等を早期に発見できても、適切な療育が行え、保護者や子どもを預かる保

育所、教育機関の対応等について相談できる体制が整っていない。 

これを解消するため、「発達支援センター」を開設する。「発達支援センター」は、

市民が気軽に相談できる専門職が常勤する機関とし、ちょっとした子育てに関する相談

から、発達に関する相談までを行うことができ、加えて療育を行うことも可能である機

関とすることが望ましい。また、関係機関からの相談を受け、調整を行う機能も兼ねて

行う。 

さらに、定期的に発達検診（検査、診察）等も行い、支援が必要な子どもの早期発見、

早期療育を実施し、適切な支援につなげる。 

なお、施設については、既存の美作市内の施設を使用する。 

これにより、美作市内の子育てサポートが充実し、発達障がいの子どもを持つ保護者

の不安を和らげることができ、安心して子育てのできる美作市として、子育てをするた

めに転入してくる子育て世代の親子の数が増加することが見込まれ、それに伴い出生数

の増加も見込まれる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・子育て世代の親子の転入数  １０組 

 

 

３ 「ニートや引きこもり」対策 

 「ニートや引きこもり」の自立支援組織の創設 

美作市では、近年、家庭の状況、児童生徒間のトラブル、児童生徒の特性など様々な

理由により、小中学校へ通学できない児童生徒がいる。 

現在、こうした子どもたちには、学校による自宅への家庭訪問や、作東総合支所内に

設置した適応指導教室「美作塾」の指導員１名が、学習指導や教育相談、学校との調整

などを行っているものの、義務教育終了後の支援が十分に行えていない状況にある。 

一方、市外には、ＮＰＯ法人による支援を開始した自治体もみられる。 

こうしたことから、美作市内に新たに、「ニートや引きこもり」の自立支援につなげる

組織を創設する。支援を行う体制は、社会福祉士や精神保健福祉士、臨床心理士（カウ

ンセラー）、弁護士などの専門職により組織する。 

例えば、空き家・店舗等を改修し、共同生活を送りながら耕作放棄地の再生活動や古

民家改修活動、地域の困り事解決に資する体験などを通じ、地域の体験活動を重ね、人
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と自分、地域と自分、社会と自分のつながりを経験から理解し、通学や就職へつなげる

等の取組を行うことが考えられる。特に、地域の事業所へ就職や就農、就林の支援を行

うなど、若者定住につなげることを目指す。 

市内に「ニートや引きこもり」の支援組織を創設することは、市内で自立を目指しな

がら、一歩が踏み出せない若者の支援の充実を図ることとなり、新たに特色のある教育

を生み出すことができる。特に、耕作放棄地の再生活動は、農家の担い手不足を補うこ

とになるとともに、農産物の育成や加工、販売などにより、周囲との関係構築を学ぶこ

とができる。 

また、市外からの受入れを進めることにより、若者定住による人口増加や、就労人口

を増やすことが見込まれる。 

さらに、支援体制を構築するには、専門職の確保は重要であり、雇用の創出が期待で

きる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・ニートや引きこもりを解消できた数  ５人 
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Ⅱ 個性を伸ばす教育・文化・芸術の充実  

 

１ 地域資源を活かしたスポーツ等の人材育成と文化の醸成 

 レーシング・スクール等の誘致・拡充 

美作市には岡山湯郷 Belle のホームグラウンドである美作ラグビー・サッカー場やモ

ータースポーツの最高峰であるＦ１レースの開催実績もある岡山国際サーキット、ある

いは多くのゴルフ場など、優れたスポーツ関連施設が多く、美作市が誇る地域資源と言

える。優れた地域資源は、観光資源として活用することに加え、教育・文化のまちづく

りにも活用すべきである。 

一方、世界をフィールドとして活躍するスポーツ選手の多くは施設等環境の整った場

所で若年層から育成・強化に取り組んでいることが知られている。美作市の優れたスポ

ーツ関連施設を有効活用し、意欲のある若者を国の内外から集め、持てる個性を伸ばす

魅力ある教育を充実させることにより、スポーツ文化が息づくまちづくりを実現する。 

こうしたスポーツ関連の地域資源を活かした教育・文化のまちづくりの第一弾として、

全寮制の「レーシング・スクール」を誘致し、平成２７年５月に開校の運びとなった。

ここでは、民間活力と美作市内の既存の施設を有効活用し、技能連携校の制度も生かし

ながら、モータースポーツの分野において第一線で活躍できるような有為な人材を育成

しており、新たな学びの場として期待されている。 

これにより、日本全国はもとより、将来的には海外からの留学生も含め最大３０人程

度の生徒が美作市内に転入してくるのに加え、専任教員や事務職員等の１０人程度の雇

用が創出され、さらには関連産業等の雇用も数人程度創出されるものと見込まれる。 

また、美作市にはゴルフ場やテニスコートが数多くあるという恵まれた環境を活かし、

ゴルフやテニスなど、他のスポーツに関しても、将来、プロフェッショナル・プレイヤ

ーとして世界を舞台に活躍できるような有為な人材を育成する「ゴルフ・スクール」や

「テニス・スクール」について、レーシング・スクールの拡充または新たなスクールの

誘致により、平成３１年度までの開設を目指すこととする。 

このようなスポーツ関連地域資源を教育・文化のまちづくりに活かした取組を（仮称)

美作スポーツアカデミー構想と称し、先駆的な取組に果敢に挑戦し、有為な人材の養成・

輩出を目指す。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・生徒・職員の転入者数  ４０人 

 ・給食調理員等雇用者数  １０人 
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２ 大学等との連携による学校誘致 

 私立特別支援学校の誘致（シティプロモーション事業） 

少子化の進行などに伴い、美作市内に３校あった高等学校は１校となるとともに生徒

数も減少傾向となっている。また、美作市内に特別支援学校はなく、市内在住の支援が

必要な生徒たちは、久米郡内の特別支援学校等への長距離通学を余儀なくされている。 

このため、民間の活力とノウハウを活用し、美作市の恵まれた自然環境の中で豊かな

人間形成を図ることができるよう、特別支援学校を誘致するための調査研究を行うこと

とし、新たな学びの場として、その開設を目指すこととする。 

今後、特別支援学校を誘致することにより、美作市内をはじめ県内全域、さらには西

日本各地から１学年当たり４０人の支援が必要な生徒たちが集うのに加え、専任教員や

事務職員等についても１０人から１５人程度の雇用が創出され、関連産業等の雇用も数

人程度創出されるものと見込まれる。 

また、支援が必要な生徒たちへの教育についての研究を深めるために、大学等の研究

機関あるいは大学院についても誘致を図ることとし、その開設を目指すこととする。 

なお、美作市と学校法人日本体育大学は、平成２６年１２月に「体育・スポーツ振興

に関する協定」を締結しており、相互の教育資源を有効に活用しながら、教職員の交流

や指導員の派遣、学生・生徒の交流など、幅広い分野で協力関係を深めていくこととし

ている。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・大学等からの交流者数  ５００人 

 

 

３ 私立高等学校等の誘致 

 都市部の私立高等学校等の学校機能の移転・誘致 

美作市には、公立高等学校（普通科）が１校あるものの、大学・専修学校はなく、進

学にあたり津山市や勝央町の高等学校を選択する生徒も多くみられ、一部では岡山市内

の高等学校へ通っている場合もある。大学等は市外へ進学するしかなく、より魅力的な

「学ぶ場」・「働く場」を求めて市外へ転出する要因となり、若者定住の阻害要因となっ

ている。 

また、市内から津山市や岡山市などの高等学校へ通学する生徒にとっては、通学時間

及び交通費は大きな負担となっている。 

一方、私立高等学校は、近年、志願者・入学者が増加傾向にあり、教室の不足に加え、

グランドや体育施設は手狭となっている。都市部での学校用地の拡張は容易ではなく、

経費の面では大変高額になることが見込まれる。 

このことから、私立高等学校の移転・誘致を行うことは「学ぶ場」の環境整備と新た

な「学ぶ場」の確保と、学校職員をはじめとして「働く場」の創出につながる。また、
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高校生の増加は、市内に新たな人と物の流れが生まれる要因となり、転出超過に歯止め

をかけ、社会増に転じるために大変重要である。 

このため、学校法人との包括連携協定を行うなど連携を図り、学校機能の一部（専門

コース）または全部を移転・誘致する。 

支援の方策としては、遠方に住む生徒のために、空き家・店舗等を学生寮として活用

し、寮には、管理人や調理人を置き、管理することなどが考えられる。 

市内に、専門コースの私立高等学校が増えることは、生徒にとって高等学校の選択肢

が増えることにつながり、ひいては地域への経済効果が期待できる。特に特色ある専門

コースを移設・新設することは、遠距離通学者の増加も見込まれ、卒業後に市内へ就労

する生徒の増加などいわゆる「18 歳の崖」は小さくなると推測される。 

また、空き家・店舗等を遠方（姫路市や神戸市、岡山市など）からの通学者の学生寮

として活用することで、管理の行き届かない家屋の減少と地域の防犯につながり、管理

人や調理人などの雇用が見込まれる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成３２年３月時点 

 

 ・私立高等学校の移転による、市内の高等学校に通う生徒数の増加  １００人 

 

 

４ 高等学校（普通科）の魅力向上 

 「高校で予備校衛星中継授業をいつやるか？今でしょ！」事業 

岡山県教育委員会がまとめた小中高生（相当年齢）の人口独自試算によれば、県の合

計特殊出生率が現在のまま推移した場合、平成２７年に県内に５６，０００人いる高校

生が、２５年後には３８，０００人にまで減るとの推計であり、現在の県立高校のさら

なる統廃合の可能性も指摘されはじめている。よって、現在、美作市内に１校しかない

県立高校（林野高校）も今後の生徒数減少の状況いかんによっては、統廃合の対象とな

る可能性がないとはいえない状況にある。 

全国各地の先進事例をみると、高校魅力化プロジェクトとして、生徒が「行きたい」、

保護者が「行かせたい」と思える様々な工夫や取組がなされている。美作市唯一の高校

である林野高校においても、市の内外から生徒を集め、生徒が減少しないように高校の

魅力向上を工夫する必要がある。 

進学する高校を選ぶ中学生及びその保護者の観点からは、高校に通うことにより学力

の向上が見込め、進学や就職に有利になるかという点がまずは重視され、特に原則とし

て大学進学を考える生徒が在籍する普通科を選択する場合にはその点が顕著であり、当

該環境を判断する場合には、高校そのものの学習環境に加え、放課後に通う塾等へのア

クセスなども重要な考慮要素となるが、塾等が多く立地する県南地域と異なり、美作市

内にはその数が少ないため、市内から他地域への進学を選択する中学生及びその保護者

は少なくない状況である。 
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このため、衛星中継授業を展開する大手予備校等と連携して、高校校舎において、放

課後、普通科生徒を対象に県南の進学予備校と同等の衛星授業を行うこととする。 

衛星中継授業の内容に関する各科目の質問等については、当該教科を指導できる者を

雇用し、学習支援員、通称「放課後先生」として、対応に当たらせる。 

これにより、大学進学に特化した全国レベルの学習内容やノウハウを衛星中継授業か

ら得ることが可能となり、生徒の学力向上・高校の進学実績向上が見込め、その進学実

績を判断基準に地元進学を希望する中学生及び保護者が増加することが考えられる。 

また、放課後に塾に通うことに比べるとアクセスや費用の問題が軽減されるため、地

元高校の魅力向上に資し、進学を希望する中学生及び保護者が増加することが考えられ

る。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・岡山県立林野高校の受験者数の増加  ２５０人 

 ・質問対応員の雇用者数  ５人 

 

 

５ 連続性のある教育活動の展開 

 美作型保幼小中一貫連携教育推進事業 

全国的な傾向として、小学校から中学校への進学において、新しい環境での学習や生

活へ移行する段階で、問題行動・学習意欲の低下・不登校など、生徒指導上の諸問題に

つながっていく事態がみられ、美作市内でも同様の傾向があることから、小学校から中

学校にかけて、連続性のある教育活動を行う必要がある。 

また、児童生徒の発達が早まっていることを踏まえ、小学校高学年から中学校入学後

までの期間に着目し、当該期間に重点的な取組を行う必要があることも指摘されている。 

そのような状況を踏まえ、国では、小中学校の「６・３」の区切りをやめ、９年間を

共通したカリキュラムで学ぶ小中一貫校を制度に位置づける改正学校教育法が平成２７

年６月１７日に成立したところである。 

このため、全国的にも珍しい保育所・幼稚園・小学校・中学校の１５年間を連続して

教育を展開する取組である「美作型保幼小中一貫連携教育」を推進する。学習指導や生

徒指導について、小学校と中学校の垣根を取り払い、さらに保育所、幼稚園も教育委員

会所管であることを活かし、国が念頭に置く９年よりもさらに長い１５年を期間とし、

連続性のある教育活動を展開する。 

具体的には、５中学校区を単位として、保幼小中連携型教育を推進し、就学前に英語 

遊びやリトミック5を取り入れる保育を行うなど、従来の枠組みの中で連携を図るグルー

                                                   
5 「リトミック」（仏語 rythmique）とは、スイスの音楽教育家・作曲家であったエミール・ジャック=

ダルクローズ（１８６５～１９５０）によって提唱された音楽教育法。身体の動きを通じて音楽を学習

させる点に特徴がある。 
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プと、義務教育９年間を見通した教育課程に基づき、小学校で教科担任制を取り入れる

など、発達段階を考慮した学びの構造化を図る小中一貫型教育を推進するグループを設

け、魅力ある教育を推進する。 

また、保育所については、民間活力の導入を図るなど検討を進め、保幼小中一貫連携

教育の質の向上に努める。 

これにより、中学校教員による専門性の高い授業を小学校で行うことや、小学校教員

による切れ目ない支援を中学校においても行うなど、児童生徒一人ひとりの個性や能力

を伸ばし、学力の向上、豊かな心や健やかな身体の育成といった生きる力を育む。そし

て、ユニバーサルデザイン教育6と就学前教育の充実を含む一貫連携教育の推進を図るこ

とで、魅力ある学校づくりを行い、学校教育への信頼や期待が高まることが予想される。  

また、就学前教育の充実のため、１名の幼児教育担当指導主事を配置するとともに、

小学校高学年期に、教科担任制を導入するに当たり、中学校への２名の講師の採用を、

全国に公募して任期付きで行うことにより、新たな雇用を生むことができる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・不登校児童生徒等の数の減少  １０人 

 ・指導主事や講師の雇用者数  ３人 

 

 

６ グローバル化に対応した英語教育の強化 

 保幼小中が連携する英語教育推進事業 

文部科学省は、「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」を発表した。平成 

２３年度から外国語活動を小学校中学年から実施し、平成３２年度からは、現在、中学

校で実施している教科としての「英語」を小学校高学年から実施する計画である。本計

画では、初等教育段階からグローバル化に対応した教育環境づくりを進めるため、小学

校における英語教育の拡充強化を狙うものである。 

美作市では、外国青年招致事業として、４名のＡＬＴ7を雇用し、学校規模により週１

日～４日間、英語教育や外国語活動の指導補助を行っている。今後、本計画の本格実施

に向け、指導方法の工夫改善が求められている。 

このため、保幼小中が連携する英語教育を推進し、小学校における英語教育の拡充強

化、中学校における英語教育の高度化、さらに、就学前教育において、音声や体感を通

じて、コミュニケーション能力の素地を養うことができるよう１２年間を通じて、連続

性のある英語教育を展開する。 

具体的には、幼稚園・保育所に外国人講師を派遣し、柔軟性・吸収力が高い幼児期か

                                                   
6 「ユニバーサルデザイン教育」とは、特別な支援が必要な子どもに対象を限定せず、全ての子どもに

とって望ましい学びや発達保障ができるように工夫された教育方法のこと。 
7 「ＡＬＴ」とは、Assistant Language Teacher の略。外国語指導助手。 
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ら英語に触れさせる。週１回３０分程度、歌や踊り、カード遊びなどを通して外国人講

師から英語を学ぶとともに、異文化に触れる機会を設ける。また、小学校低学年におい

ても、切れ目のない英語教育の推進を図ることから、「外国語体験」を、月２時間程度取

り入れる。これにより、幼児期から切れ目なく英語に触れることで、英語への興味関心

が高まり、異文化理解やコミュニケーション能力の向上など、グローバル化への対応が

図れると考える。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成３２年３月時点 

 

 ・中学卒業までに英語検定３級合格者の割合  ５０％以上 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・ＡＬＴの新規雇用者数  ２人 

 

 

７ 読書を身近に～「読み」「書き」「感じる」力の醸成 

 本大好き応援事業（本のコンシェルジュ8派遣） 

中学 1 年生を対象とした岡山県学力学習状況調査の結果から、「読書が好きだ。」と肯

定的な回答した生徒の割合をみると、美作市は県平均を下回り、昨年の調査結果よりも

下がっている。 

また、携帯電話やスマートフォンなどを使ったＳＮＳ9の利用により、簡単な会話形式

の文や短縮言葉の活用、絵文字の多用が飛躍的に進んでいる。しかし、自分の考えや気

持ちを他人に対して伝える文章力は低く、文章を書くことに苦手意識を持っている子ど

もが多い。 

活字離れによる「読む」力と「書く」力の低下は、国語力の低下に止まらず、その他

の教科での理解力の低下につながるといえる。幼児期から本に触れる機会を増やし、読

書の習慣を付けさせることは、小中高校生から成人まで、「人間力」を高めることとして

極めて重要なことである。 

このため、専門職（図書館司書や民間書店の専門員）を美作市中央図書館に配置し、

保育所児童から幼稚園児、小学生、中学生、高校生に対し、学年に合った図書を数冊選

び、その作者のプロフィールや本のあらすじ（概要）などを紹介していく「本のコンシ

ェルジュ」を各学校へ月１回程度派遣する。 

また、この「本のコンシェルジュ」は美作市中央図書館に常駐し、週１回新刊や名作

                                                   
8 「コンシェルジュ」（仏語 concierge）とは、本来は集合住宅の管理人という意味であるが、ホテルの

総合世話係としての職名が有名。本稿の「本のコンシェルジュ」は職名ではなく造語で、「総合案内役」

といった意味で使用している。 
9 「ＳＮＳ」（英語 Social Networking Service）とは、人と人とのつながりを促進・サポートする、コ

ミュニティ型の Web サイトのこと。LINE、Facebook などがよく利用されている。 
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のプレゼンテーションを行い、新刊を各市立図書館や学校図書館へ配備する一方で、す

でに図書館に配置されている図書の紹介を行うなど、市立図書館や学校図書館の魅力向

上と利用促進を図る。 

この「本のコンシェルジュ」の派遣により、読書する機会の少ない子どもが本に興味

を持つきっかけとなったり、読書の習慣はあっても興味のある分野しか読まない子ども

が新たな分野の本を知り、読書の幅が広がる契機となったりするなど、本に触れる機会

を増やすことにつながる。 

「読む」力は「書く」力、「感じる」力の醸成に資するものであり、ひいては学力の向

上や生きる力を育むことにつながるものである。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・専門職員の雇用者数  ５人 

 

 

８ 国営の体育施設誘致によるスポーツ振興 

 自衛隊体育学校誘致事業10 

美作市内では、いわゆる「１８歳の崖」が深く、高校を卒業した学生が、進学・就職

のために美作市から流出し、そのまま戻らないケースが多いため、人口構成が大幅に高

齢層に偏っている。流出の主な要因としては、進学・就職ともに若者にとって魅力的な

進路が市内に少なく、自己の将来を展望した際に、市外に進路を求める方がより有益と

判断されることが考えられる。 

また同様に、市外の若者、子育て世代の親にとっても、魅力的な進路が美作市内に少

ないことから、移住の動きは弱く、人口増加の妨げとなっている。 

このため、若者にとって魅力的な進路の確保を目的として、現在、東京都練馬区にあ

り、才能のある選手を自衛官として採用し、オリンピックに出場し活躍する選手を育成

している「自衛隊体育学校」の美作市への移設を目指すこととする。 

自衛隊体育学校は、東京の一極集中を是正するため、内閣官房まち・ひと・しごと創

生本部が、政府関係機関の地方移転に係る提案募集においてリストアップした機関に含

まれる。美作市の自然環境の良さや災害の少なさなどの位置的優位性を提案しながら調

査研究を行い、当該機関の誘致に向けて積極的に取り組むものとする。 

これにより、自衛隊体育学校に在籍する、オリンピックに出場する可能性を有する約

２００名の自衛官と約５０名の教官が美作市内に転入してくるのに加え、施設管理員や

調理員等の２０名程度の雇用が創出されるものと見込まれる。 

 

                                                   
10 自衛隊体育学校の誘致は、政府機関の移転リストに基づく美作市の要望であって、平成 27 年 8 月末

現在では、県内各自治体からの要望のとりまとめを行う岡山県が国に提案している段階にすぎない。防

衛省から何ら回答があったものではない。 
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〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・体育学校生徒（自衛官）、職員の転入者数  ２００人 

 ・施設管理員等の学校関係雇用者数  ７０人 
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Ⅲ 地域産業の活性化と観光振興の充実  

 

１ 農林業者の支援 

 新規就農・就林者の拡大 

美作市内の第一次産業就業者数は平成２２年の国勢調査では１，６６６人で、その内

訳は農業１，５７５人、林業８６人などとなっている11。農林業は、市民の日常生活に欠

かすことのできない、食料等の生産を担うとともに、自然環境の保全など暮らしに密着

した多面的機能も有しているが、高齢化の進展に伴う担い手の減少が原因で耕作放棄地

の増加や森林の荒廃の進行など、様々な課題に直面している。 

一方で、ＵＩＪターンなどにより、豊かな自然環境の中で、新たに農業に従事したい

との思いから美作市内に移住する者もみられ、市としても、新規就農者が安定的な経営

に移行できるよう、農作物のブランド化への支援や、作業の省力化支援12などを行ってい

るところである。 

新規就農者への支援を積極的に行うとともに、森林振興に積極的に取り組むために、

平成２７年４月、美作市の行政組織の改編を行った。木質バイオマスなどの林業活性化

策や有害鳥獣対策などにも注力することにより、林業や狩猟の従事者を年間数人程度創

出したいと考えている。 

具体的には、美作市産材を利用した住宅建設の促進や就林の奨励、あるいは薪やしい

たけ原木等としての活用促進に取り組む協議会組織への支援などが考えられる。 

これにより、美作市内において、現在８０人程度の林業就業者が２０２０年には、 

１００人程度に拡大するとともに、関連産業等の雇用も数人程度創出されるものと見込

まれる。 

 

 有害鳥獣を地域資源として活用（ジビエ13先進地を目指して） 

美作市では、シカやイノシシ等が水田を荒らすことによる米収穫高の減少や耕作放棄

地の拡大が年々深刻化している。加えて、昼夜を問わず一般道路への出現により、交通

にも多大な障害を与えており、市民の安全安心な生活をおびやかす存在になっている。 

鳥獣被害対策としては、電気柵や罠などの設置によるハード面での対策とともに、農

家や猟友会等の監視・適切な駆除が効果的である。 

近年の取組としては、有害鳥獣駆除により市内で捕獲されるシカやイノシシを地域の

資源と捉え、平成２５年度に設置した獣肉処理施設「地美恵の郷みまさか」に８人の従

業員を雇用し、国内トップクラスの年間約１，５００頭を加工処理しており、その食肉

をレストラン等で提供されるジビエ料理の食材として、京阪神をはじめ東京方面にも出

荷している。 

                                                   
11 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部のＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）を活用し作成した特化

係数（付加価値額）の分析によると、全国を１とした場合、美作市の農林業の特化係数（付加価値額）

は２であり、美作市は農林業が集積している地域であると言える。 
12 例えば、黒大豆枝豆「えだまるくん」は首都圏で高い評価を得ているが、手作業で行っている選別・

袋詰め作業が大きな負担となっているため光選別装置の導入など省力化支援を行っている。 
13 「ジビエ」（仏語 gibier）とは、狩猟で得た天然の野生鳥獣の食肉のこと。 
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このように地域の「負の資源」を、「正の資源」として強みに変える「逆転の発想」に

より、ジビエを美作市の「ふるさと名物」として育て、ブランド化14することにより、さ

らなる販路の拡大を目指す。これにより、獣肉処理施設の従業員（製造・営業）の増加

や猟師等の担い手の増加につなげる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・新規黒豆耕作者数  １０人 

 ・新規林業者（就林）の数  ２０人 

 ・ジビエ関連事業（猟師等の新規就労者も含む）の新規雇用者  ５人 

 

 

２ 農作物のブランド化の推進 

 農作物栄養成分分析事業 

近年、美作市では、米価の下落や鳥獣被害等により農業収益が低下し、また、農業従

事者の高齢化が進み、後継者も不足していることから、農業の担い手が減少している。

農林業センサスのデータによると、平成１７年に約２，８００戸であった販売農家数が、

平成２２年には約２，４００戸まで減少している。 

今後もこのような状況が続けば、美作市の主要な産業である農業が衰退し、美作市の

根幹を揺るがす問題に発展するおそれがある。そこで、この状況を解消するため、美作

市の農作物の魅力を栄養成分の面からアピールすることで需要を喚起し、農業者の所得

向上及び農業経営の安定を図り、もって新規就農を促進する施策が必要であると考えた。

農作物の栄養成分分析を自治体が行うことは、全国的にも例がない取組であるが、試験

的に一部の美作市内産農作物を分析したところ、全国平均値（標準値）より栄養価が高

いものが多いという結果が出た15。栄養価の高い農作物は、食生活が偏りやすい現代人に

とって、健康増進に寄与するため、需要が多いと考えられる。 

このため、さらに分析対象を拡大し、美作市内で生産される主要な農作物の栄養素を

分析し、栄養価値の高い農作物については、積極的に情報発信を行うこととする。分析

に用いる農作物は、直売所等を通じて美作市内の農家から提供してもらい、分析につい

ては、中国地方の大学等専門の分析機関に委託する。分析結果は、「日本食品標準表 

２０１０」の値と比較し、多くの栄養素を含むものについては、直売所等で販売促進の

ＰＲ要素として活用するのをはじめ、メディアを利用して、全国に向けて情報を発信す

る。さらに、上記の専門機関と連携して、美作市の気候、風土に適した新たな農作物の

                                                   
14 美作市産の豊富なジビエ・農作物の中でも比較優位にあるものを安全・安心「美山(びざん)ブランド」

と銘打ち、総合的なブランディングを行うこととし、地美恵の郷みまさかで加工されるジビエ(鹿肉・猪

肉)を「美山鹿・美山猪」としてブランド化する。 
15 例えば、今後ブランド化が期待できる「寒締めほうれん草」はビタミンＣが標準値の２２９％、「日

指ごぼう」は鉄分が同６２９％、一方、市内で産地が多い「ねぎ」のような一般農作物では、平均値で

カルシウムが同１５７％、カリウムが同１３０％などの結果が得られた。 
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研究・生産を行う。 

また、栄養価の高い農作物を美作市が誇る高付加価値農作物として、ブランド化し16、

将来的に、国内はもとより、アジア諸国への輸出を中心として、海外販売ルートの開拓

を行う。 

さらに、美作市内の野菜ソムリエ等専門家や飲食店等と連携し、ブランド化した農作

物を使ったメニューやレシピを開発・提供し、国内外へ積極的にＰＲすることも効果的

である。 

これにより、高付加価値の農作物を広く販売でき、農業者の所得が向上し、農業経営

が安定し、新規就農の促進に貢献するものと考えられる。 

また、ブランド化した農作物に強い関心を持つ人を観光誘客することも可能となる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・新規就農者数  １０人 

 ・直売所等を訪れる観光客数  ２，５００人 

 

 

 国立健康・栄養研究所誘致事業17 

美作市は、消費者の健康増進を目的の一つとして市内産の農作物の栄養成分分析を進

めるなど、地方創生の取組の一環として健康ブランディングを推進している。それらの

取組をさらに加速させるため、食生活と栄養、食品、身体活動及び運動に係る専門的知

見の蓄積のある研究機関等を市内に誘致することとする。 

具体的には、現在、東京都新宿区にあり、国民の食生活や運動を通じた生活習慣病一

次予防のための研究、健康食品や栄養療法についての各種情報提供などを行う「国立健

康・栄養研究所」の当市への移設を目指す。 

国立健康・栄養研究所は、東京の一極集中を是正するため、内閣官房まち・ひと・し

ごと創生本部が、政府関係機関の地方移転に係る提案募集においてリストアップした機

関に含まれており、美作市の自然環境の良さや災害の少なさ、位置的優位性などを提案

しながら調査研究を行い、誘致に向けて積極的に取り組むものとする。 

これにより、健康先進自治体としてブランドイメージが高まり、美作市産農作物の栄

養成分分析が一層精緻化し、より消費者の健康増進に寄与する農作物の開発・生産を行

うことが可能となるほか、国立健康・栄養研究所に在籍する、常勤・非常勤の職員約 

９０名が美作市内に転入してくることにより転入者の増加も見込まれる。 

                                                   
16 美作市産の豊富な農作物の中でも比較優位にあるものを安全・安心「美山(びざん)ブランド」と銘打

ち、総合的なブランディングを行うこととし、栄養成分分析や産地として著名な農作物のブランド化を

行う。 
17 国立健康・栄養研究所の誘致は、政府機関の移転リストに基づく美作市の要望であって、平成 27 年

8 月末現在では、県内各自治体からの要望のとりまとめを行う岡山県が国に提案している段階にすぎな

い。厚生労働省から何ら回答があったものではない。 
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〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・国立健康・栄養研究所の職員の転入者数  ９０人 

 

 

３ 産業団地の誘致促進と新規造成 

 新規産業団地の整備と誘致促進 

美作市内には、小規模なものを含めいくつかの産業団地がある。中核となる作東産業

団地の誘致率は約８５％にまで達する見込みであり、引き続き、残りの区画や他の団地

への立地推進を図るとともに、新たな産業団地についても造成を検討し、美作市におい

てしごとがひとを呼び、ひとがしごとを呼び込む好循環を確立する必要があると認識し

ている。 

計画としては、新規産業団地を整備し、誘致を促進することにより、新たな従業員の

雇用が創出されることとなり、その多くが美作市内に転入してくるのに加え、市内にお

いて関連産業等の雇用も数名から数十名程度創出されるものと見込まれる。 

また、新規産業団地の誘致促進には、土地購入、設備投資及び従業員雇用に対しての

補助金や奨励金等の優遇制度が不可欠である。作東産業団地においては充実した優遇制

度が最終的な進出決断の材料となっており、制度の維持・拡大が必須である。インフラ

整備に必要な事業費とともに、誘致促進のための各種の優遇制度についても検討が必要

と考えている。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成３２年３月時点 

 

 ・立地工場等における雇用者数  １５０人 

 

 

４ 外国人の移住、定住の促進 

 外国人技能実習生等の受入れ（ベトナム等交流事業） 

美作市の外国人登録者数は現在２００名程度で推移しているが、国別の構成をみると、

ベトナム人について、平成１７年の１７人から平成２６年には６４人と大幅に増加して

いる。 

国際貢献、国際交流施策の一環として、今後、みまさか商工会等とも連携し、ベトナ

ム人を中心とした外国人技能実習生の受入れを推進していく必要がある。 

特に、ベトナム人向けには、美作市を「心のふるさと」と位置づけてもらえるよう、

生活支援を行うための日本語を話せるベトナム人を雇用するとともに、ベトナム語によ

る生活情報や観光情報の発信のための拠点となる施設の整備等を行うこととする。 
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美作市は、平成２７年４月、ベトナム中部にある国立ダナン大学と相互協力協定を締

結しており、相互の人材交流など、幅広い分野で緊密な協力関係を構築していくことと

している。 

将来的には、ベトナム国立ダナン大学の大学院を美作市内に設置することも目指して

いる。 

また、みまさか商工会がベトナムからの外国人技能実習生の日本側の受入機関となっ

ており、美作市内のみならず、同商工会の担当エリアである勝央町や西粟倉村、さらに

は、平成２６年１２月に兵庫、鳥取、岡山県境の生活圏を同じくする６市町村で設立し

た三県境地域創生会議の枠組みを活用し、兵庫県宍粟市、佐用町、上郡町、鳥取県智頭

町などの中小企業等からの外国人技能実習生受入れの要望にもきめ細かく対応すること

が可能となる。 

これにより、最大２，２００人程度の外国人技能実習生等の受入れを行うことが可能

となり、美作市内に転入してくるのに加え、市内において関連産業等の雇用も数名から

数十名程度創出されるものと見込まれる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・美作市内で技能実習を行う外国人数  ５００人 

 

 

５ 地域内経済の好循環化 

 プレミアム付商品券の共同発行 

平成２７年７月、勝央町・西粟倉村と共同で、市内の商品・サービスの消費喚起を目

的としたプレミアム付商品券を発行。１，０００円分の商品券を１２枚で１セットとし

て１０，０００円で販売18。美作市は３０，１２０セットを用意し、地域内経済の好循環

づくりのきっかけとする。 

販売の対象は市民に限定し、取扱加盟店は市内で約４００店舗（３市町村全体で約 

５８０店舗）となっている。 

 

 「元気！すくすく商品券」の発行 

平成２７年１２月、子育て世帯支援と市内の商品・サービスの消費喚起を目的とした

「元気！すくすく商品券」を発行。未就学児一人について、１，０００円分の商品券を

５枚で１セットとして５，０００円分を交付。子育て世帯の費用負担の軽減を図りつつ、

地域内経済の消費を喚起する。 

「元気！すくすく商品券」は、みまさか商工会加盟店で取り扱う。取扱店舗数は市内

で１５１店舗（美作市、勝央町及び西粟倉村全体で１９０店舗）となっている。 

 

                                                   
18 １セット１２，０００円分の商品券を１０，０００円で販売するため、プレミアム率は２０％となる。 
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〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年７月～平成２８年２月の合計 

 

 ・プレミアム付商品券発行による消費喚起効果  ３６１，４４０，０００円 

 ・「元気！すくすく商品券」発行による消費喚起効果  ５，９９５，０００円 

 

 

６ 三県境地域19等広域観光の推進 

 因幡街道三宿ひと往来事業、インバウンド20観光の推進 

美作市北部地域と西粟倉村、兵庫県佐用町、鳥取県智頭町は、古くから、山陽と山陰

を結ぶ交通の要である因幡街道の沿線にあって、地縁・血縁で結ばれた、地域住民にと

って連帯感のある圏域を構成しており、現在は、街道沿いに走る智頭急行や鳥取自動車

道を利用して年間約５００，０００人の観光客が訪れている。 

そこで、街道沿線の大原宿（美作市）、智頭宿（鳥取県智頭町）、平福宿（兵庫県佐用

町）の三宿が連携し、周辺地域の資源活用により、交流人口の拡大と観光客数の増加を

目指す。また、生活環境の魅力向上を目指した統一感のある取組を行う。 

具体的には、三宿の中間にある大原宿を情報と物と人のハブ基地と位置づけ、圏域交

流と観光案内の拠点として整備するのをはじめ、宿場町や街道の景観整備など三宿共通

の環境整備の実施、道の駅や特産品販売所を活用した交流拠点となる現代版「関所」の

設置、周遊型ボンネットバスを投入した圏域内宿泊型観光ツアーを実施することなどが

考えられる。 

これにより、智頭急行や鳥取自動車道の利用促進はもとより、交流人口の拡大による

沿線住民の一体感の醸成と経済の好循環の創出、市域や県域を越えた広域観光ルートの

確立につなげる。 

また、兵庫県宍粟市、佐用町と鳥取県智頭町、岡山県美作市、西粟倉村の５市町村の

市町村議会議員による「兵庫県・鳥取県・岡山県五市町村県境圏域議員連盟」において

も、広域観光振興を検討していることから、連携を図って効果的に取り組んでいく。 

一方、近年、訪日外国人旅行者数は増加傾向にあり、さらには、外国人旅行者の関心

が、大都市部や有名観光地での観光から、地方における日本の文化や生活様式を体験で

きる観光へと移ってきていることから、「三県境地域創生会議」においても推進母体とな

る三県境ＤＭＯ21を立ち上げ、広域の観光資源を活かした「しごと創生」の観点から広域

インバウンド事業に、官民が協働して取り組むこととする。具体的には、京阪神からの

誘客を目指して鉄道インフラの改善に向けた検討や、三県境地域を訪れた外国人旅行者

がストレスを感じることなく周遊できるよう、共通多言語標識の設置、無料公衆無線Ｌ

                                                   
19 「三県境地域」とは、兵庫県、鳥取県、岡山県の三県の県境地域を示す。 
20 「インバウンド」（英語 inbound）とは、本稿では、外国人の訪日旅行、の意味で使っている。 
21 「ＤＭＯ」とは、Destination Marketing／Management Organization の略。様々な地域資源を組

み合わせた観光地の一体的なブランドづくり、ウェブ・SNS 等を活用した情報発信・プロモーション、

効果的なマーケティング、戦略策定等について、地域が主体となって行う観光地域づくりの推進主体。 
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ＡＮの設置や共通多言語パンフレットなど地域ニーズに応じたインフラ整備やソフト支

援を行う。 

さらに、民間の活力を活用し、香港・台湾・タイ・ベトナムなどアジア諸国やフラン

スなどヨーロッパ諸国からインバウンド観光客を増やすため、海外展示会への出展など

の情報発信や誘客の仕掛けづくり等を行う。外国人観光客の「日本でしたこと、したい

こと」の調査結果22では、「日本食を食べること」に次いで「ショッピング」があげられ

ていることから、湯郷温泉や宮本武蔵ゆかりの地など国内外に広く知られた観光地に外

国人旅行者向け消費税免税店を増やすなど、インバウンド消費ができる環境の整備や、

美作市へ外国人旅行者が足を運ぶように、地域の魅力をブラッシュアップし、メディア

やＳＮＳ等も活用した戦略的なＰＲ・仕掛けづくり等に注力していく。 

例えば、民間テレビ放送局等と連携し、美作市のみならず、三県境地域創生会議の構

成自治体や美作国スポーツコミッション23に参画している自治体など広域圏域の魅力（観

光スポット、食、伝統文化、自然、体験など）や現地の人気スポーツ関連（岡山湯郷 Belle、

岡山国際サーキットなど）を放送コンテンツとして制作し、海外のテレビ放送局と協働

し、当該国内においてテレビ放映するなど情報発信に工夫し、インバウンド観光客の増

加を図る取組が考えられる。 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・圏域（因幡街道筋）内を訪れる観光客数の増加  ５００人 

 ・インバウンド観光客の年間宿泊者数  １０，０００人 

 ・外国人旅行者向け消費税免税店の数（美作市内）  ５件 

 

 

７ 後継者難、事業承継に対する事業 

 店舗等経営後継者育成事業 

美作市内には、安定した仕入れ先及び販売先があり経営が安定しているにもかかわら

ず、経営者が高齢化して、後継者も見つからないことから、廃業せざるをえない店舗等

が複数ある。その中には地域の生活拠点となっている店舗等も含まれており、その拠点

が失われることにより人口が流出し、過疎化が加速している現状がある。 

他方で、近年、都市部から自然豊かな農山村へ移住したいと希望する若者が増加傾向

にある。美作市においても多くの移住希望の若者が見込まれており、移住定住の受入れ

に向けた効果的な取組、特に移住した若者が安定して収入を得ることができる方法を多

数用意することはますます重要となっている。 

                                                   
22 観光庁「訪日外国人消費動向調査」 
23 「美作国スポーツコミッション」は、平成２７年３月に美作地域の９市町村で設立。地方公共団体、

観光協会、スポーツ関連団体等が連携してスポーツ活動を推進することにより、地域全体の活性化に取

り組む。構成自治体は、真庭市、美作市、新庄村、鏡野町、勝央町、奈義町、西粟倉村、久米南町、美

咲町。 
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このため、後継者不在に悩む店舗等の後継者として、制度の大幅拡充が見込まれる24「地

域おこし協力隊」制度を活用し、生活拠点店舗等の維持を図ることとする。 

具体的には、美作市内に支店を置く金融機関等から後継者不在に悩む店舗等経営者を

紹介してもらい、地域おこし協力隊員を後継者として育成することについて承諾を得た

のち、地域おこし協力隊員を募り、後継者見習いとして、店舗等で働きながら、経営ノ

ウハウ等の継承してもらう。見習い期間は、地域おこし協力隊の制度に合わせて１年ご

とに更新することとし、最長３年間とする。なお、ＵＩＪターンや地元の若者が後継者

候補となることを排除しているものではないが、協力隊員であれば期間中の給与は特別

交付金措置が可能である。 

なお、後継者候補の地域おこし協力隊員の採用に当たっては、市の担当と一緒に店舗

等経営者及び金融機関等にも面接等を行ってもらい、納得できる人材を登用できるよう

努めることとする。 

これにより、美作市内で地域住民の生活拠点となっている店舗等を存続させることが

可能となり、過疎化に対する一定の歯止めとなることが期待できる。また、地域おこし

協力隊員及びその家族の定住が前提となるため、人口増にもつながる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・継続することができた店舗等数  ５店舗 

 ・地域おこし協力隊員及びその家族の定住による転入数  ５組 

 

 

８ 新規創業等の支援 

 地域活力創生事業 

ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）を活用した分析によると、美作市の創業比率は

全国平均、岡山県平均を下回って推移している。地域経済の持続的な発展のためには、

新陳代謝が不可欠であり、起業・創業や新事業活動に積極的に取り組む者に対する手厚

い支援措置が求められている。 

こうしたことから、新規創業を目指す者や地域団体等による事業所等の開設及び継続

的かつ発展的な事業活動を行う者に対し、諸経費に対する補助等、必要な支援を行う。 

                                                   
24 安倍内閣総理大臣が総務大臣に指示（地域おこし協力隊員を３年間で３倍に）（平成２６年６月１４

日）。「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成２６年１２月２７日閣議決定）や「まち・ひと・しご

と創生基本方針２０１５」-ローカル・アベノミクスの実現に向けて-（平成２７年６月３０日閣議決定）

においても、「地域おこし協力隊」の拡充が言及されている。 



   

25 

 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成２８年３月の合計 

 

 ・新規創業者等の新規出店数  １件 

 ・経営革新計画等認定事業者数  ２件 

 ・市内在住者の新規雇用数  ５人 

 

９ 国際スポーツ関連産業クラスター構想の推進 

 スポーツ関連産業推進事業 

三県境地域で展開されるスポーツ関連産業のローカル・イノベーティブな取組(下記①

～④)を「国際スポーツ関連産業クラスター構想25」と称して、加速化させる。この取組

は、人づくりの観点から推進している「看護師等養成専修学校の誘致」(Ⅰの１P.6)や「レ

ーシング・スクール等の誘致・拡充」(Ⅱの１P.9)、学校法人日本体育大学との連携(Ⅱの

２関連 P.10)、「自衛隊体育学校誘致事業」(Ⅱの８P.15)などの各事業と密接に連動するも

のであり、それらを一体的に再構築することにより「しごと創生」の観点からスポーツ

関連産業の振興を行うものである。 

① スポーツ産業の振興に資する多角的かつ複合的な取組を有機的に関連付け、アジア

等への展開も視野に入れて、一体的にクラスターとしてとりまとめ、推進していく

母体として「(仮称)国際スポーツ関連産業クラスター推進機構」を産学官金言のメ

ンバーで立ち上げる。 

② 美作市内では、平成２７年度の「レーシング・スクール」開校に続き、平成２８年

度にはトップレベルの指導者による「ゴルフ・スクール」、「レーシングライダー・

スクール」及び「サッカーアカデミー」の開校が予定されている。こうした国際的

に活躍できる選手育成の場のスタートアップを支援することにより、移住定住者や

新規雇用者の純増による経済効果とともに、見学者など交流人口の増加に伴う地域

産業の活性化が期待できる。また、ファンづくりのためグッズ製作・販売なども支

援する。 

③ 政府機関の地方移転に関して、美作市は自衛隊体育学校の誘致を目指している。全

部移転に向けた段階的取組の一環として、防衛省との間で、美作市及び周辺地域で

の各種競技種目の合宿を行うことを合意している。また、スポーツに関する連携協

定を締結している(学)日本体育大学とは「集団行動」の合宿誘致の実績(平成２７年)

がある。こうしたトップアスリート養成機関と地域の温泉等とが協働してオープン

イベントを開催するなど、賑わい創出の仕掛けづくりを工夫することにより、スポ

ーツ観光という新しいイノベーションが生まれ、旅館・ホテル、商店、飲食店、交

                                                   
25 産業クラスターは、2001 年に経済産業省が提唱した政策の名称であり、「新事業が次々と生み出され

るような事業環境を整備することにより、競争優位を持つ産業が核となって広域的な産業集積が進む状

態」を言う。ここでは、各種スポーツスクールや専門学校等「人づくり」の施設を核として、周辺地域

の活性化やスポーツ観光など新しい視点の取組が次々と生まれ、既存産業の活性化や新産業の創出とい

った「しごと創生」を政策的に誘導していくことを示している。 
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通関連事業者等への経済効果が期待される。 

④ ②や③の取組に起因して全国から三県境地域に多数のアスリートが集まり、地元と

の交流等を通じて地域にスポーツ文化の醸成が図られ、スポーツを楽しむ人口が増

加することが見込まれることから、運動により疲労した身体のケアなど体調管理を

サポートする仕事の需要が生まれ、これを地域の「しごと創り」として捉えること

ができる。具体的には、柔道整復師や鍼灸師など国家資格を有するスポーツトレー

ナーを育成し、各スポーツ団体・施設への配置や新規開業を支援していくこととし

ている。こうしたしごと創生につながる人材育成を具現化する起爆剤として、美作

市の廃校（旧大原高校）を有効活用し、民間の協力を得て、人材育成機関（(仮称)

スポーツ医療看護専門学校26）を整備し、平成３０年４月の開校を目指すこととし

ている。場所は三県境地域のほぼ中央部で道路アクセスが良く、智頭急行大原駅に

も近接しており交通至便であることから、都市部からの人の流れも想定され、寮や

アパートなど不動産建築投資の活発な動きが期待される。周辺人口の大幅増加に伴

う商流・物流の変革が予想されるとともに、智頭急行沿線圏域はもとより路線バス

や自動車による通学可能な圏域では、商店、飲食店、不動産業等の売上増や改装、

新規出店、創業等による関連産業の活性化も見込まれ、大きな経済波及効果27が期

待できる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２８年４月～平成２９年３月 

 

・スクール等見学者や合宿による市内宿泊者人数  延３００人 

・商工団体等の開業・改装等の相談件数  ３０件 

 

 

１０ 日本体育大学を核としたスポーツ・健康産業のローカルブランディング構築事業の

推進 

 健康体操の制作など各種プロモーション 

  学校法人日本体育大学（以下「日体大」という。）は現在まで２８の自治体（県市町村）

と体育・スポーツ・健康づくりの分野においてそれぞれの有する社会資源を有効かつ適

切に活用し、一層の発展及び社会貢献を図ることを目的とした協定を締結している。 

  一方、平成３２年の東京オリンピック・パラリンピックは、東京だけでなく日本の各

地域が世界の関心を集める契機となり、スポーツ・健康産業分野における新商品・新サ

ービスの開発や活用を図る絶好の機会が到来すると考えられる。そのため、日体大を核

としたローカルブランディングの確立を図り、本趣旨に賛同する自治体と連携して事業

                                                   
26 看護師等養成専修学校の誘致(Ⅰの１P.6)のことであるが、学科構成としてスポーツトレーナーを含め

る予定であることから、現時点では、「(仮称)スポーツ医療看護専門学校」という名称で統一している。 
27 (一財)岡山経済研究所の試算によると、「(仮称)スポーツ医療看護専門学校」の学校建設に伴う経済波

及効果は約２３億円、学校運営に伴う経済波及効果は開設後４年目で約８億円とされる。 



   

27 

 

に取り組むことでシナジー効果を生み、美作市におけるスポーツ・健康産業の発展を目

指すこととする。 

  具体的には、健康づくりの礎となる健康体操を日体大監修により制作し、普及を図る。

また、連携自治体内の中小企業等による健康産業の振興をめざし、異業種交流、マッチ

ングイベントや各地域の健康一押し商品・サービスを取り上げたパンフレット作製など

統一的なプロモーション活動を行う。さらに、日体大の学園祭「日体フェスティバル」

において各自治体のＰＲブースを設け、学生の郷土愛の醸成や地方就職の相談など、学

生の地方への就職者数の増加を図る取組を行う。 

  なお、美作市が日体大との連携協定第一号であることから、美作市が連携自治体の中

心的役割を担いながら、協力して事業を推進することとする。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２８年４月～平成２９年３月の合計 

 

・健康体操参加者数  ０人→１０，０００人 

・特産品ＰＲイベント来場者数  ０人→１０，０００人 

・フェイスブックいいね！の数  ０人→２０，０００人 
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Ⅳ 自然豊かな地域環境を活かした魅力ある地域づくり  

 

１ 森林エネルギーの活用 

 薪エネルギーの導入促進 

地球温暖化の主な原因は、温室効果ガスの増加であると考えられており、美作市にお

いても、ひとやまちに優しいゼロ・エミッション社会を目指して、化石燃料に代わる自

然環境を活用した、再生可能エネルギーの導入促進等を目標に掲げた、エネルギービジ

ョンを策定することとしており、今後、積極的に取り組んでいく必要があると考えてい

る。 

このため、美作市内の豊かな森林資源を活用する薪エネルギーの導入を促進するとと

もに、呼び水として地域商品券制度を導入し、薪の流通を通じて市内の小売業者等の活

力を取り戻すこととする。 

さらに、販売拡大を目的に薪生産者による協議会を発足させることで、美作市内に限

らず、多方面への薪販売ルートを開拓し、当該地域における一つの産業としての地位の

確立を図る。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・薪ストーブ等の導入による CO2 削減効果  ７７１ｔ・CO2 

 

 

２ 「小さな拠点」づくりの推進 

 集落生活圏の維持・課題解決 

美作市は小規模な集落が広い範囲に点在しており、人口減少や高齢化の進展が著しい

地域においては、商店や診療所などが撤退したり、バス便が減少したりしている。こう

した買い物や医療、福祉、交通手段といった日常生活に必要なサービスを享受すること

が困難になってきている地域が増えており、市内全体としても暮らしに必要な機能が

徐々に失われてきていると言わざるをえない。 

小学校区など複数の集落が集まる基礎的な生活圏を「小さな拠点」と称し、小さな拠

点単位において、地域の将来像の合意形成や地域の課題解決のための持続的な取組を行

う体制の整備、地域で必要となる生活サービスや地域活動について、総合的に住民が主

体となってワークショップ等の手法で話し合い、生活を支える新しい地域運営の仕組み

をつくる取組を行う必要がある。 

例えば、１）梶並地区では、梶並地区活性化推進委員会が中心となって、空き家の管

理やお試し住宅を増やすなどの移住定住施策に取り組み、この４年間で３０名の定住者

増を実現した。また、農作物の商品化や梶並神社当人祭など伝統文化の継承により、地

域の活性化を図っている。美作市としても、今後、ワークショップ等を通じ、農業六次

産業化、伝統技術（木地師）の伝承、人材育成、コミュニティの場の形成等、地域の独
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自課題に対し必要な支援を行う。 

２）粟井地区では、地区住民のコミュニケーションの場である「能登香の湯」の老朽

化が著しく、平成２７年３月の粟井小学校廃校などにより地域の活力・賑わいの後退が

懸念される中、一方でＩターン、Ｕターン者が増加し、定住者が新たな定住者を呼び込

む動きがみられるなど明るい一面もある。粟井春日歌舞伎など伝統芸能も盛んで、世代

間の垣根が低いことも新規定住者に好意的に受け入れられていることから、既存住民や

新規定住者、老若男女がざっくばらんな雰囲気の中で交流し理解し学習し合える新たな

場所の確保といった地域の課題に必要な支援を行う。 

３）上山地区では、特定非営利活動法人英田上山棚田団や一般社団法人上山集楽が中

心となって、棚田・里山の再生に取り組んでいる。また、中山間地域に共通する課題で

ある「移動」に着目し、棚田地域にみられる狭小・悪路な道路事情を克服するため、超

小型モビリティ28（小型ＥＶ）導入の実証事業に取り組むこととしている。本取組は、岡

山大学や多くの民間企業からの支援が期待でき、美作市としても、同様の課題を抱える

中山間地域に横展開できるモデル性があることから、必要な支援を行う。 

このような「小さな拠点」を美作市内で１０か所程度選定し、住民が主体となって、

地域の独自課題を明確にし、その解決策に対する必要な支援を行う。 

また、小さな拠点同士の連携、都市圏との連携などの視点も効果的であることから、

地域の特性を活かしつつ、機能を補い合うような複合的・重層的なネットワークの形成

に対しても必要な支援を行う。 

なお、課題解決に当たり、ＩＣＴ29の利活用など国等の支援が期待できるものは、積極

的に活用することとする。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・移住定住による転入者数  ５００人 

 

 

３ 移住定住の促進 

 移住定住促進に対する補助制度整備事業 

近年、「田舎暮らし」や「自然志向」という観点から、ＵＩＪターンなど地方への移住

希望者や農業経営志望者が増えている。特に、団塊世代の第二の人生の生活の拠点とし

て、都市部から地方への移住が進んでいる。 

                                                   
28 「超小型モビリティ」とは、自動車よりコンパクトで、地域の手軽な移動の足となる １～２人乗り

程度の車両のこと。（エネルギー消費量は、通常 の自動車に比べ１／６ （電気自動車の１／２）程度）

（国土交通省作成資料から引用） 
29 「ＩＣＴ」とは、Information and Communication Technology の略。情報通信技術。コンピュータ・

ネットワーク関連分野における技術・産業・設備・サービス等の総称。ＩＴ（情報技術）のほぼ同義語。

２０００年代半ば以降、ＩＴに替わる語として、主に総務省をはじめとする公的機関などで用いられて

いる。 
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一方、美作市においては、自然減と社会減による少子化・高齢化により人口減少が進

み、過疎化に拍車がかかっている。また、田・畑・宅地・山林等の荒廃や空き家の増加

は深刻な問題となっている。 

このことから、ＵＩＪターン希望者の「ふるさと回帰」の流れを捉え、空き地や空き

家を活用した取組が重要となっている。 

このため、移住・定住対策として、以下の①～⑦の施策案など、ニーズにきめ細やか

に対応できるよう検討する。 

 

■市外からの移住対策として、①住宅の新築や中古住宅の購入・改修した場合の補助

制度、②空き家の利活用を支援するため、『孫ターン30』の支援として３親等以内の

親族の家屋を継承した改修費の補助制度や空き家バンクへの登録を前提とした空き

家改修費を整備する。 

■市内在住者の定住策として、③市内在住者が住宅の新築や中古住宅の購入・改修し

た場合の補助制度を整備する。 

■市内外を問わず、④購入または継承した家屋を取り壊し、新築する場合について取

壊加算、⑤義務教育終了前の児童・生徒が同時に転入する場合の加算、⑥新築・増

改築を市内業者と契約した場合に加算、⑦夫婦いずれかが５０歳未満の場合、宅地

購入費補助を加算する。 

 

補助金の種類 

加     算 

④取壊 ⑤児童 

生徒 

⑥市内 

事業者 

⑦宅地 

購入 

① 

新築・中古 

購入改修 

補助 転入者 

新築住宅補助 ○ ○ ○ △ 

中古住宅購入補助 - ○ - △ 

中古住宅購入 

及び改修補助 
- ○ ○ △ 

② 

空き家 

利活用 

補助 

『孫ターン』支援 

住宅改修補助 
- ○ ○ - 

賃貸住宅リフォーム - ○ ○ - 

所有者 我が家貸付リフォーム - - ○ - 

③ 

新築・中古 

購入改修 

補助 

在住者 

市内新築住宅補助 ○ - ○ △ 

市内中古住宅 

購入補助 
- - - △ 

市内中古住宅購入 

及び改修補助 
- - ○ △ 

※△は、夫婦いずれかが５０歳未満の場合に限る。 

 

これにより、市外からの移住者の増加が期待でき、新築・中古購入改修で年間４５世

帯、１３０人程度、空き家利活用の改修と『孫ターン』支援で年間１０件、２０人程度、

宅地購入費補助で年間１０件、２５人程度、取壊支援については年間１０件が予想され、

                                                   
30 「孫ターン」とは、祖父母の住む地域または祖父母ゆかりの地域へ、孫が移住すること。 
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全体で年間５５世帯、１７５人の社会増が見込まれる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・移住定住による転入者数  ８７５人 

 

 

 若者向け市営住宅の整備 

美作市には、４団地３４０戸の雇用促進住宅が建設されたが、国の方針により平成 

３３年度までに、廃止することが決定されている。既に、入居停止を行うとともに退去

促進が進められ、若者や子育て世代の転入の減少や一部の世帯の市外転出が進むなど、

３団地１０３戸２４２人にまで減少しており、さらなる生産年齢層の流出が懸念されて

いる。 

一方、民間賃貸住宅の建設は、市内中心部に集中しており、それぞれの小学校区の住

宅需要を完全に補完するには至っておらず、市中心部への人口集中や市外への人口流出

の要因となっていると推測される。また、市営住宅は地域定住の観点から小規模団地が

点在しているが、１０年後には５３５戸の内２８０戸が耐用年数を迎える状況である。 

このため、就業地と生活利便性の良い立地条件を備える雇用促進住宅を取得し、若者

の趣向を反映したリノベーションを行い、既存の市営住宅や民間賃貸住宅では対応でき

ない住宅需要をカバーする公的賃貸住宅として運営し、「若者定住促進住宅」として位置

づけ、定住人口の増加を目指すものである。 

これにより、現入居中の若者世帯が引き続き居住できることや、ＵＩＪターンによる

単身・夫婦世帯、子育て世帯の転入増が期待できる。また、社会的弱者の住宅支援など

住宅セーフティーネットの機能の充実を図ることにつながるものである。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成２７年４月～平成３２年３月の合計 

 

 ・若者向け住宅の整備  １００戸 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成３２年３月時点 

 

 ・若者向け住宅の入居率  ８０％ 

 

 

４ 美しい里山をつくり育てる事業 

 美しい里山公園の整備 

かつて里山は、暮らしに関わりながらその機能を保たれてきた。しかし、生活様式の
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変化、木材価格の低迷、所有者の高齢化や不在地主の増加と相まって、手入れが行われ

ず暗い森が増えており、所有者だけでの管理は限界に来ている。また里山の荒廃は、市

街地に対しても景観形成の悪化、保水力低下による土砂災害の発生、獣害の増加等の問

題につながる。 

このため、市街地近くの里山を都市公園として整備・管理することで、里山の多面的

機能をより引き出し、手入れされた美しい里山から受ける恵みを、広く市民が享受でき

るようにする。 

具体的には、公園整備から維持管理に係る間伐・下草刈り等の継続した植生管理をは

じめ、未利用木の薪・炭・ほだ木等としての生産販売、公園内の史跡や民俗資料の見学

案内、防災施設や災害現場を利用した自然災害の学習活動、自然に近い動植物環境の学

習・保護活動などが考えられる。 

公園用地については、３０年間の貸借契約により権原取得し、市が営造物公園として

管理に加わることにより、市･土地所有者･利用者などの多様な主体が、協働で管理を行

うことができ、所有者だけでは困難な里山保全を、持続可能な経済活動に発展させるこ

とができると考える。 

これにより、公園管理運営士・森林総合監理士（フォレスター）等の専門運営者や、

年間を通じた植生管理作業等に数人程度の雇用が創出されるものと見込まれるほか、里

山公園として整備することにより、山歩きやトレイルランニング等の健康増進に寄与す

るとともに、観光資源としても付加価値を高め、里山に人が入ることにより獣害の減少

にもつながるものと期待できる。 

 

 

〇重要業績評価指標（ＫＰＩ） 平成３２年３月時点 

 

 ・里山公園の整備面積  ５００ｈａ 
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第３章 総合戦略の実効性を高めるための運営 

 

１ ＰＤＣＡサイクルの推進 

産学官金労言等の各分野の専門家を含む附属機関である美作市総合戦略推進会議におい

て、毎年度５月を目処に、前年度実施した施策の効果について、設定した重要業績評価指

標（ＫＰＩ）に照らしながら検証を実施し、必要な改善を図ることにより、翌年度の取組

に生かすというＰＤＣＡサイクルを実施する。 

 

２ 国、岡山県との協調 

美作市の地方創生の実現のためには、国や岡山県が策定する総合戦略等との協調が必要

であり、人的ネットワークの構築・強化や情報の共有など、風通しの良い関係を構築・継

続することが重要である。美作市が行う独自性・先駆性のある取組については、国・県と

協調しながら前向きに取り組んでいく。 

 

３ 財源確保 

自立した財源を確立するため、国に対して適切な地方財政措置を求めていくとともに、

税金の確実な徴収や費用対効果を意識した歳出削減について不断の見直しを実施し、健全

な財政運営に努める。 

 

 

 

 

(策定日) 平成２７年８月３１日 平成２７年度第３回美作市総合戦略推進会議 

(改訂日) 平成２８年３月２９日 平成２７年度第４回美作市総合戦略推進会議 

 


